 オバマ　就任一年後　アメリカの人権状況　
　　　　　　　　　　　　　
昨年1月のオバマ政権誕生にあたり、世界は、8年に及ぶブッシュ政権下での人権侵害政策が明確に転換されることを期待した。
　ブッシュ政権は、9.11テロ事件以降、「テロとの戦い」の名の下に、重大な国際人権・人道法違反を行ってきた。その人権侵害政策の象徴となったのがキューバにあるグアンタナモ基地収容所である。アフガニスタン等世界各国から「テロ容疑者」とされた人々がここに連行され、無期限に拘束され、「尋問」と称する残虐な拷問にさらされた。ブッシュ政権は、この収容所以外にも世界中に秘密収容所を置き、CIAなどによる拷問を含む尋問を展開した。こうした重大な人権侵害政策はオバマ政権下で大きく変わると期待された。しかし、一年を経た現状は、人権政策の抜本的転換とは程遠い。
1 グアンタナモ基地
オバマ大統領は、就任直後にグアンタナモ収容所の一年以内の閉鎖などを認める大統領令を出し、世界から称賛された。しかし、その一年の期限が今年1月22日に迫るなか、この約束の履行は絶望的となっている。
グアンタナモ基地に収容された人々は延べ800名前後とされるが、このうち多くはテロと何ら関係ないことが明らかになり、既に550名以上が釈放されている。

この一年、米連邦裁判所は、32人の被収容者の釈放を命じ、これを受けて米政府は20人余をパラオ、イエメン、アフガニスタン、ボスニア等に移送した。
他方、米政権は昨年6月に一名の被収容者をニューヨークの収容施設に移し、さらに11月、9.11の謀議に関わった容疑で5名の被収容者をニューヨークの連邦地裁に訴追することを決定した。しかし、その他190名以上の者が未だ、訴追もされないまま、グアンタナモ収容所に収容されている。昨年6月米議会は、グアンタナモの被収容者の国内での釈放を禁止する法案を可決し、オバマ政権は被収容者の米本国移送の道を閉ざされた。
現在の収容者のうち半数以上は、オバマ政権下のタスクフォースの審査を受けて釈放適格者と判断されたが、そのうちの多くを占めるイエメン人の移送に強硬に反対する上院議員らが大統領に圧力をかけ、移送が阻まれている。

昨年12月、オバマ米大統領は、グアンタナモ収容所の代替施設として、イリノイ州西部にある州刑務所を充てる方針を決め、連邦政府にこの刑務所への移管手続を命じた。しかし、移管は、議会が予算措置を承認しなければ実現困難であり、既に共和党を中心に「テロリストを米本土に移すことはテロ攻撃のリスクを増す」という強い反対が議会内に広がっている。
何より重要なことは、仮にグアンタナモから収容場所を移転したとしても、「テロ容疑者」の無期限拘束という事態が続くならば、何ら人権侵害の本質は変わらないということだ。
そもそも、これら不法に拘束された人々は、犯罪を犯した証拠があれば、連邦裁判所に正式に訴追して公正な裁判を保障すべきだが、そのような証拠がないならば、即刻釈放されなければならない。これがデュープロセスの基本ルールである。米政権は8年以上かかって彼らを訴追できなかったのであり、容疑が明確でない限り一刻も早く釈放すべきである。
また、米国は拷問禁止条約の締約国として、本国送還によって迫害や拷問を受ける危険がある事案については送還を強行してはならず、米国内または第三国での受け入れを保障すべき責務がある。
仮にオバマ政権がイリノイの移送によって、グアンタナモ基地を閉鎖できたとしても、無期限収容を続けるなら、人権侵害の象徴が消えるだけで、人権侵害の現実は変わらない。米政権には、不当な拘束をただちにやめ、被収容者の人権回復のための措置をとる責務を果たすことが求められている。
2 グアンタナモ以外の秘密収容所等の閉鎖
グアンタナモ収容所は人権侵害の象徴として国際的な批判を浴びたが、グアンタナモ以外にも米国は、東欧、アフリカなど世界中にテロ容疑者の収容所を置いて拷問・虐待を行ってきた。オバマ大統領は発足直後の大統領命令で、すべてのCIAの秘密収容所の閉鎖を命じた。そしてまもなく、CIAはすべての秘密収容所の活動を停止したと宣言した。しかし、世界のどこにいかなる秘密収容所があり、誰が収容され、いつ釈放されたのか、などの情報公開は全くなされていない。3月に、米議会上院は、CIAの秘密収容所の過去の活動に関する調査を行うことを決定したが、その結果の公表を持たない限り、本当に閉鎖がなされ、被収容者の人権回復がなされたと評価するのは早計であろう。
一方、ブッシュ政権下では、国防総省が管轄するアフガニスタン、イラクの捕虜収容施設(バグラムやアブ・グレイブなど)での拷問・虐待も問題となっていたが、これについても人権侵害の回復が進んだかは明らかでない。とりわけ、アフガニスタンについては、米軍増派に伴い、さらに収容施設が増えることが懸念される。
3 テロ容疑者に対する訴追

そもそも、こうしたテロ容疑者の違法な拘束の発端は、ブッシュ前大統領が9.11直後に出した大統領命令にある。これは、米国の利害を脅かそうとする者を「米国の敵」とし、世界中どこにいても補足でき、米国によって拘束され、ミリタリー・コミッションでの裁判にかけることができる、という命令である。人権侵害の根本を作り出した大統領命令の無効化を明確に宣言することがまず求められるが、オバマ大統領はこれを行っていない。
この大統領命令が「テロ容疑者」を裁くものとして設置を決めた「ミリタリー・コミッション」は、連邦最高裁によってジュネーブ条約に反し、違法と判断された。
連邦最高裁の判断を受けて2006年にミリタリー・コミッションに関する法律が改正された際、当時上院議員であったオバマはこれをまともなものでないと反対した。
ところが昨年、2006年当時よりは改善されたとはいえ、米連邦裁判所の手続保障に著しく劣るミリタリー・コミッションの手続を定めた改正案が議会を通過し、オバマ大統領はこれに署名をした。今後、グアンタナモ基地被収容者について、国防総省の指揮のもと、ミリタリー・コミッションへの訴追も行われる予定だという。
4 人権侵害に関する責任追及と補償
ブッシュ政権が進めた拷問・虐待などの人権侵害については、オバマ政権発足後、その責任追及を行う調査委員会設置が模索されたが、オバマ大統領は率先して過去の清算の調査に乗り出そうとしていない。グアンタナモ、アブ・グレイブ、そして世界の秘密収容所における拷問は、ジュネーブ条約に明らかに違反する戦争犯罪である。2008年12月、米上院軍事委員会は、被収容者に対する拷問・虐待は、末端の兵士の服務規律違反ではなく、ラムズフェルド元国防長官ほか軍上層部によって推進されたと結論づける報告書を発表している。オバマ政権には、対テロ戦争に関連してなされた戦争犯罪・人権侵害について、独立した調査委員会を設置し、真相と責任の所在を明らかにし、責任ある元高官を訴追し、被害者に謝罪・補償すべきであろう。
5  愛国法の延長

米国国内におけるテロ対策も転換が見られない。9.11テロ事件の直後、米議会の圧倒的多数で可決・制定された「愛国者法」は、テロ抑止のために、市民に対する令状なき盗聴や電子メールの傍受などのプライバシー侵害を広範に認めるものであった。この法律の重要部分は2009年末をもって効力を失効した。ところが、ほかならぬオバマ政権がこの愛国者法を正当化し、その延長を議会に求めているのが現状である。
6 人権と正義の回復を
こうしてオバマ政権の人権政策の現状を見ると、発足当時の大統領命令にみられた確固たる人権擁護の姿勢は貫かれていないと言わざるを得ない。その背景として、強硬なテロ対策を政権に求める圧力や抵抗が並大抵でないことがうかがえる。

しかし、こうした圧力に屈し、国際的にも合衆国憲法にも保障された人権尊重の原則への妥協を行うなら、政権はその威信と正当性、国際的信頼を損なうこととなろう。世界がオバマ政権に期待したのは何よりも、ブッシュ政権下で踏みにじられた人権と正義の回復にほかならない。
